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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数階からなる建物であって、
　下階部分の外壁面よりも外方に張り出すようにして上階部分に張り出し部を設けるとと
もに、前記下階部分において前記張り出し部の下方となる外壁を無窓構成とし、さらに、
前記張り出し部の下方において同張り出し部の屋外側縁部よりも屋外側へ出ない範囲で屋
外設備機器用の設備設置スペースを設定し、
　前記張り出し部の底面と地上面との間に前記設備設置スペースが設けられており、
　前記下階部分には、同下階部分の階高とほぼ同じ高さを有する隔壁パネルが、前記張り
出し部の外壁面よりも屋外側に張り出して、前記設備設置スペースを囲むようにして設け
られ、
　前記隔壁パネルによる包囲スペース内に、人が通ることのできる通路スペースが設けら
れていることを特徴とする建物。
【請求項２】
　前記隔壁パネルの外面には、前記下階部分の外壁面と同じ外装材が取り付けられている
請求項１に記載の建物。
【請求項３】
　前記隔壁パネルに、開閉動作可能な開閉体を設け、その開閉体の開放に伴い前記設備設
置スペースへのアクセスを可能とした請求項１又は２に記載の建物。
【請求項４】
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　前記開閉体に、その開閉を許可又は阻止するためのオートロック装置を設け、
　前記設備設置スペース内に設置された屋外設備機器が運転状態にある場合に、前記オー
トロック装置をロック状態に保持する請求項３に記載の建物。
【請求項５】
　前記隔壁パネルには、前記設備設置スペース内の換気を行う換気設備が設けられている
請求項１乃至４のいずれかに記載の建物。
【請求項６】
　前記換気設備は、前記設備設置スペース内に設置された屋外設備機器の運転状況に応じ
て作動されるものである請求項５に記載の建物。
【請求項７】
　前記張り出し部の底面部に、前記設備設置スペースに設置される屋外設備機器から延び
る配線や配管等を収容する収容部を設けた請求項１乃至６のいずれかに記載の建物。
【請求項８】
　複数の建物ユニットを結合して構築されるユニット式建物に適用され、
　前記上階部分及び前記下階部分において各々対応させて建物ユニットを設置するととも
に、前記上階部分に、前記下階部分の建物ユニットに対して余剰となる付属ユニットを設
け、その付属ユニットにより前記張り出し部を形成した請求項１乃至７のいずれか一項に
記載の建物。
【請求項９】
　複数の建物ユニットを結合して構築されるユニット式建物に適用され、
　前記上階部分及び前記下階部分において各々対応させて建物ユニットを設置するととも
に、前記上階部分に、前記下階部分の建物ユニットよりも床面積が大きい大型ユニットを
設け、その大型ユニットにより前記張り出し部を形成した請求項１乃至７のいずれか一項
に記載の建物。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数階からなる建物に関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年では、住宅用のエネルギ関連設備として、例えば自然冷媒ヒートポンプ式電気給湯
設備や燃料電池設備などが普及しつつある。これらの設備機器は、省エネルギ化により地
球の環境保全を実現していく上でも今後益々普及が促進されると考えられる。こうした実
情において、自然冷媒ヒートポンプ式電気給湯設備や燃料電池設備などの設備機器は、ガ
ス給湯器などこれまでの設備機器に比べて体格が大きいため、建物の側方等に設置する場
合において建物の外観とマッチングせず、建物の見栄えが損なわれる等の問題が生じてい
る。
【０００３】
　住宅の室外側に住宅用設備機器を設置するための先行技術として、例えば特許文献１が
開示されている。同特許文献１では、住宅の外壁を形成する外装ユニット内に、室外側に
設置する住宅用設備機器を集合させて一体に組み込み設置している。より具体的には、空
調機、給湯器、換気ユニットのいずれを組み合わせて設置することとしている。
【特許文献１】特開平１１－１４１０４９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかしながら、上記特許文献１では、外装ユニット内に設備機器を収容する構成からし
て、設置対象となる設備機器は比較的小型なものに限られ、ヒートポンプ式電気給湯設備
等の比較的大型の設備機器を設置することは困難である。ゆえに、こうした比較的大型の
設備機器を建物側方に設置する上で改善の余地が残されている。
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【０００５】
　本発明は、比較的大型の屋外設備機器であっても好適に設置することができ、しかも設
備設置状態での建物の見栄えの低下を抑制することができる建物を提供することを主たる
目的とするものである。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　以下、上記課題を解決するのに有効な手段等につき、必要に応じて作用、効果等を示し
つつ説明する。なお以下では、理解を容易にするため、発明の実施形態において対応する
構成例を括弧書き等で適宜示すが、この括弧書き等で示した具体的構成に限定されるもの
ではない。
【０００７】
　本発明の建物（建物１０，４０）は、複数階からなる建物であり、下階部分（一階部分
１１，４１）の外壁面よりも外方に張り出すようにして上階部分（二階部分１２，４２）
に張り出し部（張り出し部１５，４５）を設けるとともに、前記下階部分において前記張
り出し部の下方となる外壁を無窓構成とし、さらに、前記張り出し部の下方において同張
り出し部の屋外側縁部よりも屋外側へ出ない範囲で屋外設備機器用の設備設置スペース（
設備設置スペースＳＡ）を設定したことを特徴とする。例えば、前記張り出し部の底面と
地上面との間に前記設備設置スペースが設けられているとよい。
【０００８】
　上記構成の建物によれば、建物の側方において張り出し部の下方に設けられた設備設置
スペースは、張り出し部の平面寸法に応じて任意に変更でき、かつ下階部分の高さを有す
るスペースであるため、比較的背の高い大型の屋外設備機器、例えばエネルギ資源に関す
る設備（ヒートポンプ式電気給湯設備や燃料電池設備など）を設置する場合にも好適なる
設置が可能となる。また、設備設置スペースに対面する外壁は無窓構成となっているため
、当該設置スペースに背の高い屋外設備機器を設置してもそれに起因して視界や採光の妨
げが生じるといった不都合も生じない。その結果、比較的大型の屋外設備機器であっても
好適に設置することができ、しかも設備設置状態での建物の見栄えの低下を抑制すること
ができる。
【０００９】
　また、前記下階部分において前記張り出し部の下方にアルコーブ（アルコーブ４６）を
設けた建物では、そのアルコーブの天井面と地上面との間に前記設備設置スペースが設け
られているとよい。なお、アルコーブは、建物の外壁の一部に設けられた凹所のことであ
る。本構成では、下階部分における外壁面よりも奥まった場所に設備設置スペースが設け
られるため、比較的目立たないようにして設備設置スペースが設定できる。
【００１０】
　前記下階部分には、同下階部分の階高とほぼ同じ高さを有する隔壁パネル（隔壁パネル
２１，３１，５１）が、前記設備設置スペースを囲むようにして設けられているとよい。
この場合、隔壁パネルによって、設備設置スペースに設置される屋外設備機器を完全に覆
い隠すことが可能となる。
【００１１】
　前記隔壁パネルが、前記張り出し部の外壁面とほぼ面一で設けられているとよい。これ
により、張り出し部の外壁面と隔壁パネルの外面とが連続し、建物全体としての一体感を
生じさせることができる。したがって、建物の見栄えが向上する。
【００１２】
　なおここで、隔壁パネルの外面には、建物の外壁面と同じ外装材が取り付けられている
とよい。これにより、設備設置スペース（及び同スペースに設けられた屋外設備機器）の
存在を一層目立たなくすることができ、建物の外観向上が可能となる。また、隔壁パネル
による包囲スペース内に、人が通ることのできる通路スペース（通路スペースＳＢ）が設
けられているとよい。この場合、通路スペースを使い屋外設備機器のメンテナンス等を行
うことができる。
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【００１３】
　また、前記隔壁パネルに、開閉動作可能な開閉体（メンテナンス用扉３２）が設けられ
、その開閉体の開放に伴い前記設備設置スペースへのアクセスが可能となっているとよい
。この場合、開閉体の開閉動作によって、設備設置スペースへの外部からのアクセスが可
能となり、屋外設備機器のメンテナンス等を容易に行うことができる。
【００１４】
　前記開閉体に、その開閉を許可又は阻止するためのオートロック装置（オートロック装
置３６）を設け、前記設備設置スペース内に設置された屋外設備機器が運転状態にある場
合に、前記オートロック装置をロック状態（施錠状態）に保持するとよい。なお、オート
ロック装置は、屋外設備機器の運転状態に応じてロック／アンロックが切り換えられる電
気施錠装置である。
【００１５】
　上記構成によれば、屋外設備機器の運転中は、オートロック装置がロック状態に保持さ
れるため、屋外側から設備設置スペースへのアクセスが禁じられた状態のままとなる。し
たがって、屋外設備機器へのアクセスが不可となり、その付近にいる人等の安全性が確保
される。
【００１６】
　前記隔壁パネルには、前記設備設置スペース内の換気を行う換気設備（ルーバ３４Ａ，
３４Ｂ及び換気ファン３５）が設けられているとよい。換気設備は、設備設置スペース内
に屋外空気を取り込むとともに、当該スペース内の空気を屋外に排出するものであればよ
い。例えば、屋外設備機器としてヒートポンプ式電気給湯設備等を設置する場合、設備設
置スペース内に熱がこもることも考えられる。この点、隔壁パネルに換気設備を設けるこ
とにより、熱のこもりが抑制できる。
【００１７】
　前記換気設備は、前記設備設置スペース内に設置された屋外設備機器の運転状況に応じ
て作動されるものであるとよい。例えば、屋外設備機器の運転開始に伴い換気設備を稼働
させる。又は、屋外設備機器の運転負荷増加に伴い換気設備を稼働させる。この場合、設
備設置スペース内が好適なる熱環境に保持できる。
【００１８】
　前記張り出し部の底面部には、前記設備設置スペースに設置される屋外設備機器から延
びる配線や配管等を収容する収容部（収容部２３）が設けられているとよい。これにより
、屋外設備機器から延びる配線や配管等の収まりを改善することができる。特に、屋外設
備機器が何らかの態様（電気的な接続や、気体又は液体の流通経路を含む）で建物の上階
部分に接続される場合には、本構成が特に有効であると考えられる。
【００１９】
　ユニット式建物（ユニット式建物１０，４０）において、前記上階部分及び前記下階部
分において各々対応させて建物ユニット（建物ユニットＵ１，Ｕ２）を設置するとともに
、前記上階部分に、前記下階部分の建物ユニットに対して余剰となる付属ユニット（付属
ユニットＵＦ）を設け、その付属ユニットにより前記張り出し部を形成するとよい。これ
により、強固な構成の張り出し部が構築できる。
【００２０】
　なお、上記のように付属ユニットによって張り出し部が構成される建物において、付属
ユニットとそれに隣接する建物ユニットとによって一つの居室が形成されるとよい。すな
わち、建物ユニット内に形成される居室が、付属ユニット分だけ拡張されるとよい。
【００２１】
　また、ユニット式建物において、前記上階部分及び前記下階部分において各々対応させ
て建物ユニットを設置するとともに、前記上階部分に、前記下階部分の建物ユニットより
も床面積が大きい大型ユニットを設け、その大型ユニットにより前記張り出し部を形成す
るとよい。これにより、やはり強固な構成の張り出し部が構築できる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００２２】
　（第１の実施形態）
　以下、本発明を具体化した第１の実施形態を図面に基づいて説明する。本実施形態では
、鉄骨ラーメンユニット工法にて構築された２階建てユニット式建物に具体化しており、
そのユニット式建物１０の外観を図１～図３に示す。なお図１には、建物１０以外に、同
建物１０に付随する敷地内の外構等を併せ示し、図２、図３には、それら外構等を取り除
いて建物１０のみを示している。
【００２３】
　図１等において、敷地内には基礎Ｋが設けられ、その基礎Ｋ上に建物１０が建てられて
いる。建物１０は、大別して一階部分１１と二階部分１２と屋根部分１３とから構成され
ている。一階部分１１の側方には、例えば建物１０の敷地境界部に沿って外構としてのフ
ェンスＦが設置されている。
【００２４】
　建物１０の一階部分１１と二階部分１２とを比較すると、二階部分１２はその一部が一
階部分１１の外壁面よりも外方に張り出して張り出し部１５となっている。張り出し部１
５は、建物１０において玄関（図示略）とは異なる建物側面に設けられており、この意味
からすれば、比較的目立たない場所に設けられている。
【００２５】
　また、建物１０において張り出し部１５と同じ建物側面には、その張り出し部１５の外
壁に窓１６が設けられるとともに、一階部分１１に窓１７が設けられている。ここで特に
、一階部分１１の窓１７は、張り出し部１５の真下位置から外れた位置に設けられている
。換言すれば、一階部分１１において張り出し部１５の真下位置の外壁（図２に示す破線
枠Ｘ部分）には窓が設けられていない構成となっている。
【００２６】
　建物１０は複数の建物ユニットが結合されて構築されたものであり、一階／二階の各部
分１１，１２においてユーザの要望に合った間取りを実現すべく各々所定個数の建物ユニ
ットが使用されて建物１０が構築されている。建物ユニットの構成については周知である
ため、図示による詳細な説明は割愛することとし、ここでは建物ユニットの構成を簡単に
説明する。すなわち、建物ユニットは、四隅に設けられた柱と、各柱の上端部及び下端部
を四辺に連結する各４本の天井大梁、床大梁とを有してなり、これらにより直方体状の骨
格（フレーム）が形成されている。
【００２７】
　図４は建物ユニットの配置を示す平面図であり、（ａ）は一階部分１１における建物ユ
ニットの配置を、（ｂ）は二階部分１２における建物ユニットの配置を示す。また、図５
は、建物１０において骨組構造の一部を示す側面図である。
【００２８】
　図４に示すように、一階部分１１は、いずれも同じ大きさ（床面積）を有する６つの建
物ユニットＵ１を用いて構築されている。また、二階部分１２は、一階部分１１の建物ユ
ニットＵ１と同じ大きさ（床面積）の６つの建物ユニットＵ２と、その建物ユニットＵ２
よりも床面積が小さくかつ一階部分１１の建物ユニットＵ１に対して余剰となる付属ユニ
ットＵＦとを用いて構築されている。本実施形態において、一階部分１１の６つの建物ユ
ニットＵ１と、二階部分１２の同じく６つの建物ユニットＵ２とは建物１０の基本構造部
分をなすものであるが、これらの個数や大きさ等は、一階部分１１よりも二階部分１２が
外方にはみ出さないことを条件に任意である。
【００２９】
　上記のように構築される一階部分１１と二階部分１２とによれば、各々６つずつの建物
ユニットＵ１，Ｕ２が上下に対応して設けられるとともに、付属ユニットＵＦが一階部分
１１（各建物ユニットＵ１）よりも外方に張り出して設けられることとなる。図５には、
付属ユニットＵＦが張り出して設けられた状態を示しており、この付属ユニットＵＦによ
り張り出し部１５が構成されるようになっている。付属ユニットＵＦは、二階部分１２に
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おいて隣接する建物ユニットＵ２に結合支持されるが、一階部分１１の建物ユニットＵ１
には結合支持されない構造となっている。
【００３０】
　各建物ユニットＵ１，Ｕ２は、必ずしもユニットごとに区画された空間部（居室）を形
成するものではなく、隣接する各ユニットを跨ぐようにして空間部（居室）を形成するこ
とも可能となっている。この場合、付属ユニットＵＦについても同様であり、本実施形態
では、付属ユニットＵＦとそれに隣接する建物ユニットＵ２によって１つの居室が形成さ
れるようになっている。図４には、その居室空間を破線枠Ｙで示している。
【００３１】
　なお、図５に示すように、付属ユニットＵＦの天井大梁ｂ１は、屋根勾配と同じ勾配角
度で斜め方向に設けられている。これにより、付属ユニットＵＦを設けても、屋根の軒先
部分の高さを抑えることができる。つまり、付属ユニットＵＦを取り付けていない建物と
比較して、屋根の軒先部分の屋根高さをほぼ同じにすることが可能となる。このため、斜
線制限（北側斜線制限等）のかかる場所でも敷地境界の比較的近くまで建物を建てること
が可能となる。
【００３２】
　建物１０において、二階部分１２の張り出し部１５の下方は、ヒートポンプ式電気給湯
設備や燃料電池設備といった屋外設備機器Ｅを設置するための設備設置スペースＳＡとな
っている（図４のハッチング部分参照）。すなわち、設備設置スペースＳＡは、張り出し
部１５の屋外側縁部よりも屋外側へ出ない範囲で、張り出し部１５の底面と地上面（例え
ば、コンクリート製の叩き）との間に設けられている。例えば、ヒートポンプ式電気給湯
設備は高さが２ｍほどの大きさを有し、ガス給湯器などに比べて体格が大きいものとなっ
ている。この点、設備設置スペースＳＡは一階部分１１の高さを有するスペースであるた
め、その大型の屋外設備機器Ｅであっても余裕を持って設置可能となっている。その設置
状態が図１に示されている。
【００３３】
　設備設置スペースＳＡに対面する外壁、すなわち一階部分１１において張り出し部１５
の下方の外壁（図２に示す破線枠Ｘ部分）には窓が設けられていない。そのため、比較的
大型の屋外設備機器Ｅが設置された場合にも邪魔にならず、窓を通じての視界や採光が妨
げられる等の不都合が生じないものとなっている。
【００３４】
　また、一階部分１１において張り出し部１５の下方には、設備設置スペースＳＡを囲む
ようにして隔壁パネル２１が設けられている。隔壁パネル２１は、例えば、透明又は半透
明のポリカーボネート樹脂等からなるパネル体を枠体に組み付けて構成されるものである
。隔壁パネル２１は、一階部分１１の階高とほぼ同じ高さを有しており、その上部には屋
根が設けられている。図４に示すように、隔壁パネル２１は、二階部分１２の張り出し部
１５の外壁面よりも屋外側に張り出して設けられ、例えばその側面部には出入り口２１ａ
が設けられている。隔壁パネル２１の内側には人の通行が可能な通路スペースＳＢが確保
されている。この通路スペースＳＢを使って、屋外設備機器Ｅのメンテナンス等を行うこ
とができるようになっている。
【００３５】
　ここで、二階部分１２の張り出し部１５には、屋外設備機器Ｅから延びるダクトや電気
配線等を収容するための収容部が一体的に設けられていてもよい。すなわち、図６に示す
ように、二階部分１２の張り出し部１５の下方にはその底面部に沿って収容部２３が設け
られている。この収容部２３は、屋外設備機器Ｅからすれば、直上に設けられることとな
り、その収容部２３内に、屋外設備機器Ｅから延びるダクトＤ等が収容されるようになっ
ている。図示の構成例では、屋外設備機器Ｅから延びるダクトＤが建物の二階部分１２に
導かれる構成において、そのダクトＤの中途部分が収容部２３内に収容されている。
【００３６】
　以上詳述した本実施形態によれば、以下の優れた効果が得られる。
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【００３７】
　建物１０において、二階部分１２に張り出し部１５を設けるとともに、その張り出し部
１５の下方となる一階外壁を無窓構成とし、さらに、張り出し部１５の下方に屋外設備機
器用の設備設置スペースＳＡを設定した。かかる構成において、設備設置スペースＳＡは
、張り出し部１５の平面寸法に応じて任意に変更でき、かつ一階部分１１の高さを有する
スペースであるため、ヒートポンプ式電気給湯設備や燃料電池設備など、比較的背の高い
大型の屋外設備機器Ｅを設置する場合にもその設置が可能となる。また、設備設置スペー
スＳＡに対面する外壁は無窓構成となっているため、当該設置スペースに背の高い屋外設
備機器Ｅを設置してもそれに起因して屋内側からの視界や採光が妨げられるといった不都
合も生じない。その結果、比較的大型の屋外設備機器Ｅであっても好適に設置することが
でき、しかも設備設置状態での建物の見栄えの低下を抑制することができる。
【００３８】
　一階部分１１に、設備設置スペースＳＡを囲むようにして隔壁パネル２１を設けたため
、その隔壁パネル２１によって屋外設備機器Ｅを完全に覆い隠すことが可能となる。ゆえ
に、外観の向上を一層図ることができる。
【００３９】
　張り出し部１５の底面部に収納部２３を設けた構成によれば、屋外設備機器Ｅから延び
る配線や配管等の収まりを改善することができる。
【００４０】
　ユニット式建物１０において、二階部分１２に付属ユニットＵＦを設けることで張り出
し部１５を形成したため、強固な構成の張り出し部１５が構築できる。付属ユニットＵＦ
とそれに隣接する建物ユニットＵ２とによって一つの居室を形成する構成によれば、二階
部分１２において部分的に居室を拡張することができる。
【００４１】
　（第２の実施形態）
　本実施形態では、設備設置スペースを囲む隔壁パネルの正面部に開閉体を設け、その開
閉体の開放に伴い設備設置スペースへのアクセスを可能とする構成を採用する。その構成
例を図７、図８に示す。なお本実施形態において、建物１０の基本構造は上記第１の実施
形態（図１、図２参照）と同様であるため、共通の構成については同じ符号を用いてその
説明を省略する。
【００４２】
　図７及び図８に示すように、一階部分１１において張り出し部１５の下方には、設備設
置スペースＳＡを囲むようにして隔壁パネル３１が設けられている。この隔壁パネル２３
１に関する構成が上記第１の実施形態とは相違しており、以下詳述する。
【００４３】
　隔壁パネル３１は、一階部分１１の外壁パネルと同じ外装材を用いて構成されており、
外装材を共通化することによって他の外壁部分との一体感が醸し出されている。また、隔
壁パネル３１は、一階部分１１の階高とほぼ同じ高さを有し、かつ二階部分１２の張り出
し部１５の外壁面とほぼ面一で設けられている。
【００４４】
　隔壁パネル３１において、張り出し部１５の張り出し正面部と同じ壁面には、左右一対
のメンテナンス用扉３２が設けられており、そのメンテナンス用扉３２の開放に伴い設備
設置スペースＳＡへのアクセスが可能となっている（図７（ｂ）の状態）。メンテナンス
用扉３２は、その上下に設けられた支持板部３３Ａ，３３Ｂによりスライド開閉可能に支
持されている。なお、メンテナンス用扉３２は、左右スライド式とする以外に、上下スラ
イド式としたり、回動軸部を設けて手前側に回動可能とする回動式としたりすることが可
能である。
【００４５】
　また、メンテナンス用扉３２には、その開閉を許可又は阻止するためのオートロック装
置３６が設けられている。オートロック装置３６は、ロック／アンロックが電気信号（例
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えば、一体又は別体で設けられる制御部からの電気信号）により切り換えられる電気施錠
装置である。
【００４６】
　上下の各支持板部３３Ａ，３３Ｂにはそれぞれ上側ルーバ３４と下側ルーバ３４Ｂとが
一体に設けられている。また、図８に示すように、上側ルーバ３４Ａの内側（建物側）に
は換気ファン３５が設けられている。この場合、換気ファン３５を駆動すると、それに連
動して上下の各ルーバ３４Ａ，３４Ｂが開状態となる。これにより、設備設置スペースＳ
Ａに対して、下側ルーバ３４Ｂを通じて吸気が行われるとともに、上側ルーバ３４Ａを通
じて排気が行われるようになっている。
【００４７】
　上記構成において、通常はメンテナンス用扉３２が閉鎖状態で保持され、その状態で、
ヒートポンプ式電気給湯設備等の屋外設備機器Ｅが運転される。この場合、上下の各ルー
バ３４Ａ，３４Ｂを通じて設備設置スペースＳＡ内の換気（熱の排出）が行われ、当該ス
ペースＳＡ内に熱がこもることが抑制される。一方、メンテナンス用扉３２を開放するこ
とで、屋外設備機器Ｅのメンテナンス等が行われる。
【００４８】
　ここで、屋外設備機器Ｅの運転状態に応じて換気ファン３５や上下の各ルーバ３４Ａ，
３４Ｂを作動させる構成としてもよい。例えば、屋外設備機器Ｅの運転が開始されると、
自動で換気ファン３５や各ルーバ３４Ａ，３４Ｂが作動し、同屋外設備機器Ｅの運転が停
止されると、自動で換気ファン３５や各ルーバ３４Ａ，３４Ｂが作動を停止するように構
成する。又は、屋外設備機器Ｅの運転負荷に応じてファン出力を制御する構成としてもよ
い。このとき、屋外設備機器Ｅの運転負荷増加に伴いファン出力を増大させ、同負荷減少
に伴いファン出力を低下させる。
【００４９】
　また、屋外設備機器Ｅが運転状態にある場合には、オートロック装置３６をロック状態
（施錠状態）に保持し、メンテナンス用扉３２の開放を禁止する構成としてもよい。
【００５０】
　以上第２の実施形態によれば、上記第１の実施形態と同様に、比較的大型の屋外設備機
器Ｅであっても好適に設置することができ、しかも設備設置状態での建物の見栄えの低下
を抑制することができる。
【００５１】
　上記効果に加えて、隔壁パネル３１を張り出し部１５の外壁面とほぼ面一で設けたため
、張り出し部１５の外壁面と隔壁パネル３１の外面とを連続させて建物全体としての一体
感を生じさせることができる。したがって、建物の見栄えが一層向上する。またこのとき
、隔壁パネル３１の外面に、建物１０の外壁面と同じ外装材を取り付けたため、設備設置
スペースＳＡ（及び同スペースに設けられた屋外設備機器Ｅ）の存在を一層目立たなくす
ることができる。
【００５２】
　隔壁パネル３１にメンテナンス用扉３２を設け、そのメンテナンス用扉３２の開放に伴
い設備設置スペースＳＡへのアクセスを可能としたため、屋外設備機器Ｅに対する外部か
らのアクセスが可能となり、屋外設備機器Ｅのメンテナンス等を容易に行うことができる
。こうしてメンテナンス用扉３２を設けた構成によれば、隔壁パネル３１で囲まれたスペ
ース内に通路スペースなどの余剰スペースを設ける必要がなくなる。したがって、隔壁パ
ネル３１により囲むエリアが小さくなり、隔壁パネル３１の体格を小さくすることができ
る。
【００５３】
　屋外設備機器Ｅが運転状態にある場合に、オートロック装置３６をロック状態に保持す
る構成としたため、屋外設備機器Ｅの運転中は同設備機器Ｅへのアクセスが不可となり、
その付近にいる人等の安全性が確保される。
【００５４】
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　隔壁パネル３１に換気設備（ルーバ３４Ａ，３４Ｂ及び換気ファン３５）を設けたため
、設備設置スペースＳＡ内における熱のこもりが抑制できる。また、換気設備を屋外設備
機器Ｅの運転状況に応じて作動することで、設備設置スペースＳＡ内を好適なる熱環境に
保持することができる。
【００５５】
　（第３の実施形態）
　次に、本発明の第３の実施形態について、上述した第１の実施形態との相違点を中心に
説明する。本実施形態におけるユニット式建物４０の外観を図９～図１１に示す。
【００５６】
　建物４０は、大別して一階部分４１と二階部分４２と屋根部分４３とから構成されてい
る。建物４０の二階部分４２には、その一部が一階部分４１の外壁面よりも外方に張り出
して張り出し部４５が形成されている。建物４０では、上述した第１の実施形態の建物１
０との相違点として、一階部分４１において張り出し部４５の下方にアルコーブ４６が設
けられており、そのアルコーブ４６により設備設置スペースＳＡが形成されている。アル
コーブ４６は、平面形状が矩形状をなす凹所であり、地上面から一階／二階の境界部まで
の上下方向範囲で設けられている。なお、張り出し部４５には窓４７が設けられ、一階部
分４１において張り出し部４５の真下位置から外れた位置には窓４８が設けられている。
換言すれば、一階部分４１において張り出し部４５の真下位置の外壁（アルコーブ４６の
外壁部分）には窓が設けられていない構成となっている。
【００５７】
　図１２は、建物４０における建物ユニットの配置を示す平面図であり、（ａ）は一階部
分４１における建物ユニットの配置を、（ｂ）は二階部分４２における建物ユニットの配
置を示す。図１２におけるユニット配置は図４に等しいが、一階部分４１において建物ユ
ニットＵ１の１つ（建物ユニットＵ１ａ）にアルコーブ４６が設けられている点が相違し
ている。
【００５８】
　建物ユニットＵ１ａは、本来存在する４つの床大梁の１つを無くし、その部位にアルコ
ーブ４６を形成した構造となっている。この場合、基礎Ｋは、アルコーブ部分を迂回する
ようにして一部屋内側に凹んだ形状で設けられている。
【００５９】
　また、一階部分４２において張り出し部４５の下方には、設備設置スペースＳＡを囲む
ようにして隔壁パネル５１が設けられている。隔壁パネル５１は、例えば、透明又は半透
明のポリカーボネート樹脂等からなる透明パネルを枠体に組み付けて構成されるものであ
り、その上部には屋根が設けられている。ただし、隔壁パネル５１は、一階部分１１の外
壁パネルと同じ外装材を用いて構成されるものであってもよい。
【００６０】
　図１２に示すように、隔壁パネル５１は、一階部分３１の外壁面よりも屋外側に張り出
すようにして設けられ、その内側には人の通行が可能な通路スペースＳＢが確保されてい
る。この通路スペースＳＢを使うことで、屋外設備機器Ｅのメンテナンス等を行うことが
できるようになっている。
【００６１】
　以上第３の実施形態においても、上記第１の実施形態と同様に、比較的大型の屋外設備
機器Ｅであっても好適に設置することができ、しかも設備設置状態での建物の見栄えの低
下を抑制することができる。
【００６２】
　上記のごとくアルコーブ４６を設けた建物４０において、第２の実施形態のごとく、隔
壁パネル５１の正面部に開閉体（メンテナンス用扉）を設け、その開閉体の開放に伴い設
備設置スペースＳＡへのアクセスが可能となる構成を採用することも可能である。またこ
の場合、前記同様、開閉体（メンテナンス用扉）にオートロック装置を設けたり、隔壁パ
ネルに換気設備（ルーバや換気ファン）を設けたりすることも可能である。
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　本発明は上記実施形態の記載内容に限定されず、例えば次のように実施されても良い。
【００６４】
　上記第１，第２の実施形態では、ユニット式建物１０において、二階部分１２の建物ユ
ニットＵ２の桁面に付属ユニットＵＦを結合させたが（図４参照）、これを変更し、同じ
く建物ユニットＵ２の妻面に付属ユニットＵＦを結合させる構成であってもよい。この場
合、図１３に示すように張り出し部１５が設けられることとなる。第３の実施形態のユニ
ット式建物４０においても同様である。
【００６５】
　二階部分１２，４２の建物ユニットＵ２において、複数の付属ユニットＵＦを横並びで
連続設置することも可能である。また、張り出し部１５，４５を複数箇所に分けて設ける
ことも可能である。
【００６６】
　上記実施形態では、例えば建物１０において、二階部分１２の建物ユニットＵ２に付属
ユニットＵＦを設けることで張り出し部１５を形成したが、これを変更する。例えば、二
階部分１２に、一階部分１１の建物ユニットＵ１よりも床面積が大きい大型ユニットを設
け、その大型ユニットにより張り出し部を形成してもよい。
【００６７】
　上記実施形態では、本発明をユニット式建物に具体化した事例について説明したが、他
の構造の建物にも適用できる。例えば、鉄骨軸組み工法にて建造される建物や、在来木造
方向にて建造される建物に本発明を具体化することも可能である。
【図面の簡単な説明】
【００６８】
【図１】ユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図２】ユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図３】ユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図４】建物ユニットの配置を示す平面図。
【図５】建物において骨組構造の一部を示す側面図。
【図６】建物の一部を示す側面図。
【図７】第２の実施形態におけるユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図８】第２の実施形態における建物の一部を示す側面図。
【図９】第３の実施形態におけるユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図１０】第３の実施形態におけるユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図１１】第３の実施形態におけるユニット式建物の外観を示す斜視図。
【図１２】建物ユニットの配置を示す平面図。
【図１３】別の実施形態におけるユニット式建物の外観を示す斜視図。
【符号の説明】
【００６９】
　１０…建物、１１…一階部分、１２…二階部分、１５…張り出し部、２１…隔壁パネル
、２３…収容部、３１…隔壁パネル、３２…メンテナンス用扉、３４Ａ，３４Ｂ…ルーバ
、３５…換気ファン、３６…オートロック装置、４０…建物、４１…一階部分、４２…二
階部分、４５…張り出し部、４６…アルコーブ、４１…隔壁パネル、Ｅ…屋外設備機器、
Ｋ…基礎、ＳＡ…設備設置スペース、ＳＢ…通路スペース、Ｕ１，Ｕ２…建物ユニット、
ＵＦ…付属ユニット。



(11) JP 4974707 B2 2012.7.11

【図１】

【図２】

【図３】

【図４】 【図５】

【図６】



(12) JP 4974707 B2 2012.7.11

【図７】 【図８】

【図９】

【図１０】

【図１１】

【図１２】



(13) JP 4974707 B2 2012.7.11

【図１３】



(14) JP 4974707 B2 2012.7.11

10

フロントページの続き

(72)発明者  伊吹　貫人
            愛知県名古屋市東区泉１丁目２３番２２号　トヨタホーム株式会社内

    審査官  田中　洋行

(56)参考文献  特開昭５９－１５０８６５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開平１０－３２５２３５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００１－２６２８４７（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００３－３３６３１２（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開昭６１－０９８８７５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０４７７３４（ＪＰ，Ａ）　　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｅ０４Ｈ　　　１／００－１／０４　　　　
              Ｅ０４Ｂ　　　１／３４８　　　
              Ｅ０４Ｂ　　　２／５６　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

